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第１章 基本的な考え方 

１．枝幸町まち・ひと・しごと創生総合戦略策定の趣旨 

 

枝幸町は、森や海の豊かな自然に恵まれ、これらの恩恵を受け多くの産業や文化を生み出し、

活気あるまちを築いてきました。 
その一方で、出生率の低下や町外への人口流出などにより、1960 年（昭和 35 年）をピーク

に減少し続け、現在ではピーク時の半数以下と人口減少が進行しています。 
このままの推移が続いた場合、高齢化の進行により社会保障費が増加し、歳出がさらに拡大

するとともに、労働力人口の減少に伴う消費市場の縮小や税収減などにより、財政運営は厳し

くなっていくものと予想され、地域の存続に関わる極めて深刻な影響が危惧されます。次代へ

自然に恵まれた豊かな本町での生活を引き継いでいくためには、人口減少に向き合い、その克

服に向けた対策を直ちに、そして継続的に進めていくことが重要です。 
このような人口減少に関する認識を町民が共有し、幅広い関係者の参画のもと本町の創生に

向けた施策を総合的かつ計画的に推進するため、枝幸町まち・ひと・しごと創生総合戦略を策

定します。 
 
 
 

目標とする枝幸町の将来人口 
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２．枝幸町における総合戦略の基本的な考え方 

 

（１）新枝幸町まちづくり計画及び第 2 次枝幸町まちづくり計画との関係 

総合戦略は、本町における「しごと」、「ひと」、「まち」の創生による人口減少の克服を目的

としていますが、新枝幸町まちづくり計画（平成 18～27 年度）は、これらを含む本町の総合

的な振興・発展を目指した計画であるとともに、次期計画となる第 2 次枝幸町まちづくり計画

（平成 28～37 年度）も、同様の計画となります。 
総合戦略では、平成 31 年度までの 5 年間に、新枝幸町まちづくり計画及び第 2 次枝幸町ま

ちづくり計画における「しごと」、「ひと」、「まち」の創生に関係する３施策を重点化して推進

し、本町が将来像として掲げる「こころが結ぶ『森と海』 優しさと活気あふれる北の理想郷」

の実現につなげていくものです。 
 
（２）目標設定と政策検証の枠組み 

総合戦略では、枝幸町人口ビジョンを踏まえ、産業基盤の安定強化を大きな柱に、3 つの基

本目標とプラス 1 の行政目標を掲げ、それぞれについて実現すべき成果（アウトカム）を重視

した数値目標を設定します。 
3 つの基本目標とプラス 1 の行政目標ごとに、講ずべき施策の基本的方向と具体的な施策を

盛り込み、具体的な施策ごとに客観的な重要業績評価指標（KPI※1）を設定します。 
設定した数値目標などを基に、実施した施策・事業の効果を検証し、必要に応じて総合戦略

の改訂を行うことにより、PDCA※2サイクルを確立します。 
 
 

３．総合戦略の対象期間 

総合戦略の対象期間は、平成 27 年度から平成 31 年度までの 5 年間とします。 
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※1 KPI  

Key Performance Indicator の略称で「重要業績評価指標」のこと。総合戦略では、施策ごとの進捗状況を検証
するために設定する指標のことを言う。 

※2 PDCA 
Plan（計画）、Do（実施）、Check（評価）、Action（改善）の略称で、総合戦略のマネジメント手法として取り入
れる。 

新枝幸町まちづくり計画 

第２次枝幸町まちづくり計画 

総 合 戦 略  

見直し 

見直し 
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４．総合戦略の策定体制・方法 

（１）策定体制 

総合戦略策定に関しては、庁内体制として枝幸町まち・ひと・しごと創生本部を、庁外体制

として枝幸町まち・ひと・しごと創生総合戦略有識者会議を、また、枝幸町議会と連携し広く

意見等を計画に反映させるとともに、枝幸町まちづくり計画との整合性を図る必要があるため、

枝幸町まちづくり計画審議会とも連携しながら、具体的な検討や審議を行いました。 
また、戦略策定のため町民アンケート調査や各種団体とのワークショップを実施し、その結

果を基礎的な検討資料として活用しました。 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

  

庁 内 体 制 

枝幸町まち・ひと・しごと創生本部 
※町長を本部長とした各課部局長の幹部会議 

専 門 部 会 

総務課、企画政策課、財政課、税務課、町民課、 

保健福祉課、農林課、水産商工課、建設課、 

水道課、会計課、歌登総合支所、教育委員会、 

枝幸病院、議会事務局、消防本部、枝幸消防署、
歌登分署 

町 民 意 見 等

将来展望等に必要な基礎調査 
・町民アンケート 

  （満足度、定住等に関する意識調査） 
・町民ワークショップ 

  （若年層・子育て世代・各種産業の関係者等）

庁 外 体 制 

枝幸町まち・ひと・しごと創生
総合戦略有識者会議 

※産官学金等が連携した組織

産業経済関係・学校関係・子育て
関係団体・金融機関・各種団体・
枝幸町 

連
携 

枝幸町まちづくり計画審議会

※公共的な団体、学識経験者等
及び公募に応じた町民から、 
町長が委嘱 

枝 幸 町 議 会 

まちづくり等調査特別委員会連携

連携
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（２）ニーズ調査の実施 

総合戦略の基礎資料とすることを目的に、町民、転勤者、町外在住者、高校生及び中学生を

対象に、今後のまちづくりについての意見を把握するアンケート調査及び子育て世代、産業団

体の若年層、各種団体とのワークショップを実施しました。 
 

 【アンケート調査】 

区 分 対 象 配 布 数 
回 収 数 

（回 収 率） 

町民向け意識調査 本町在住の 20 歳以上 2,000 件 712 件（35.6％）

転勤者向け意識調査 
本町への転勤者及び

その家族 
177 件 156 件（88.1％）

町外在住者向けの意識調査 
夢想漣えさし 

（町外在住者） 
100 件 72 件（72.0％）

高校生向け意識調査 枝幸高校の学生 151 件 146 件（96.7％）

中学生向け意識調査 本町の中学生 246 件 233 件（94.7％）

※各種アンケート調査結果の概要は P18 を参照 

 
【ワークショップ】 

区 分 参 加 者 

町民ワークショップ ・子育て世代          8 回  66 人 

・各種産業団体（若年層）    7 回  80 人 

・各種団体          11 回  89 人 

             計 26 回 235 人 

           （平成 27 年 10 月末時点） 

※ワークショップから得られた意見の概要は P19 を参照。 

役場職員まち歩きワーク 

ショップ 
・若手職員（主査職以下） 6 グループ 35 人 
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第２章 枝幸町まち・ひと・しごと創生総合戦略 

１．総合戦略策定にあたっての基本姿勢 

総合戦略の策定にあたっては、枝幸町人口ビジョンを踏まえた上で、本町の経済の中心であ

る水産業・農業・林業の一次産業の基盤整備による安定した生産力の向上と、製造業・商業・

建設業など町内各産業の経営基盤の強化を基本姿勢として施策を展開します。 
 
 

基 本 姿 勢  産 業 経 営 基 盤 の 安 定 強 化

 
 

２．総合戦略推進にあたっての基本目標 

上記の基本姿勢に基づき、次の 3 つの基本目標毎に施策を展開していきます。 
 

 
  

＜基本目標１＞ 

枝幸町への人の流れをつくり、 

若い世代の定住を促進する 

＜基本目標２＞ 

結婚・出産・子育ての希望をかなえる

＜基本目標３＞ 

豊かな地域資源を活用し 

安定した雇用をつくる 

 【基本姿勢】  産  業  経  営  基  盤  の 安  定  強  化  

相互に連動させて展開し、最大限の相乗効果を発揮させ、好循環を生み出す 
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＜基本目標１＞ 枝幸町への人の流れをつくり、若い世代の定住を促進する  

枝幸町の人口減少に歯止めをかけるためには、特に転入増加対策や転出抑制対策が効果的で

あることから、UI ターン※3の促進を図るとともに、特に町内の若い世代や子育て世代の定住

を促進することが必要です。 
そのため、自然豊かな枝幸町の魅力を積極的に情報発信することによる潜在的な転入希望者

の掘り起こし、UI ターンしやすいような住まい・仕事の確保、地域に溶け込みやすい環境づ

くり、町民が安心してずっと住み続けたいと思うような魅力的な地域づくりに取り組み、新た

な人の流れをつくり若い世代の定住を促進します。 
 

数 値 目 標 基 準 値 目 標 値 

町外からの転入者数（15～49 歳） 
172 人

（2014 年(平成 26 年)実績）

206 人

(20%増)

町内からの転出者数（15～49 歳） 
220 人

(2014 年(平成 26 年)実績)

176 人

(20%減)

20～40 代の定住意向（町民アンケート） 約 3割 4 割

 
 

 

＜基本目標２＞ 結婚・出産・子育ての希望をかなえる 

少子高齢化が進む中、人口構造の若返りを図るためには、出生数の増加につながる結婚を希

望する方が結婚でき、子どもを希望する方がそれを実現できるような取り組みが必要です。 
そのため、出会いの場や結婚をお世話する仕組みの構築と、結婚を希望する方が安心して結

婚できる環境整備に取り組みます。また、子どもを希望する方の出産・子育てに対する不安や

悩みを解消することができ、仕事と子育てを両立できる環境の整備など、結婚から妊娠・出産、

子育てに至るまでの環境の充実を図り、安心した結婚、出産、子育てが実現できるまちを目指

します。 
 

数 値 目 標 基 準 値 目 標 値 

合計特殊出生率 1.51 1.60

枝幸町は子育てしやすいまちだと思う割合 51.3% 90.0%

   

 

 

  

                            
※3ＵＩターン 

Ｕターンは出身地から他都市に移住した人が再び出身地に戻ること。Iターンは出身地とは別の都市に移住する
こと。 
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＜基本目標３＞ 豊かな地域資源を活用し安定した雇用をつくる 

若い世代の UI ターンや定住を促し、子どもを希望する方が積極的に産み育てることができ

るようにするためには、枝幸町の財産である豊かな自然環境などの地域資源を活かした産業振

興を通じ、若い世代を中心とした雇用の場の確保・創出や起業を促進するような取り組みが必

要です。 
そのため、基幹産業である水産業や農業の生産安定化、水産業・農業と林業を組み合わせた

一体的な振興、ブランド構築、子どもたちや町外に向けた仕事の魅力に関する情報発信などに

取り組みます。また、地域住民が主体となった事業展開をはじめ、地域の生活課題を解決する

コミュニティビジネス※4などの起業促進を図り、産業が盛んで働く場に恵まれているまちを目

指します。 
 

数 値 目 標 基 準 値 目 標 値 

年間漁獲金額 85 億円 100 億円

農業産出額 56 億円 60 億円

製造品出荷額 102 億円 135 億円

 
 
 

３．総合戦略推進にあたっての行政目標 

総合戦略を推進するための行政の効率化を目指し、次のプラス１を行政目標とします。 
 

＜行政目標プラス１＞ 将来のまちづくりに向けた効率的な行政運営 

人口減少が進む中、公共施設の維持管理などに係る費用は、老朽化などによる補修・修繕に

より増加することから、将来の負担を軽減させ公共施設を次代へ適正に引き継ぐことが必要で

す。また、行政の効率化と職員の企画提案業務への注力環境を整えるため、行政事務の改革が

必要です。 
そのため、公共施設については、既存施設の機能を整理し、重複する施設や集約化する施設

を洗い出し、計画的な解体撤去や再配置に向けた基本計画や実施計画を策定します。また、行

政事務改革については、外部へ委託できる分野の洗い出し、特定業務の積極的な委託などを実

施し、民間事業者への事業機会の拡大と新たな雇用創出につなげます。 
 

 

 

 

                            
※4 コミュニティビジネス 

地域の課題を地域住民が主体的に、ビジネスの手法を用いて解決する取り組みのこと。 
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基本目標１ 枝幸町への人の流れをつくり、若い世代の定住を促進する  

 

プ ロ ジ ェ ク ト  

移住・定住等の対応と

環境整備 

本町への移住・定住を希望する方や、各種産業の担い手、地域お

こし協力隊に対して、仕事・住居・生活環境を整備し、ワンストッ

プで情報提供します。 

住民が主体となった 

活性化対策の推進 

住民が主体となり、実効性のある新たな活性化の取り組みを展開

します。 

枝幸町情報提供 

システムの構築 

情報発信の最も重要なツールである町ウェブシステム※5と観光ウ

ェブシステムについて、パソコンやスマートフォンなど各端末に対

応し、施設やイベント情報など観光情報の発信とともに、住民参加

の協働した「まちづくり」を積極的に進めていくための、新たな情

報提供システムとして再構築します。 

 

具 体 的 な 施 策 と 重 要 業 績 評 価 指 標  

 
▸プロジェクト◂ 移住・定住等の対応と環境整備  

具 体 的 な施 策  
重要業績評価指標

（KPI） 

◆住環境の整備対策 

町民向けに実施している民間賃貸住宅建設助成制度の見直しや、

リフォーム助成等による空き家バンク制度の拡充を検討するとと

もに、子育て、若年・担い手世帯に対する民間賃貸住宅入居者の軽

減支援など、国が創設した新たな住宅セーフティネット制度の導入

を推進します。 

また、都市からの体験移住等を積極的に推進し、提供可能な宿泊

環境の整備を進めます。 

民間賃貸住宅建設 

助成件数 3件 
 
空き家バンク 

登録件数 10 件 
 
コテージ 

道外宿泊者数 400 人 

◆地域おこし協力隊の活用 

 都市住民のニーズに応えながら、地域協力活動を行える環境を整

備し、新たな視点を活用した事業展開を積極的に推進し、地域力の

維持・強化を図ります。 

延べ活動人数 10 人 

◆若年層の人材確保・育成と雇用対策 

小学校から中学校へ、そして高校に結びつけるため、学校間の連

携を強化し、枝幸高校との協力体制のもと、進学・就職の動向や希

望する職種などの情報連携に加え、町内企業との相互協力体制を確

保して、仕事の説明会やインターンシップ※6を通じて、地元での就

職に結びつくシステムの構築を図ります。また、高校生が将来目指

すキャリア教育※7の受け皿を確保し、町内企業の人材育成に係る支

援制度を確立します。 

高校生のいつかは 

本町に戻りたい人の 

割合 8割 

（町外への進学・就職

希望者） 
 
奨学金償還支援助成

利用者数 50 人 

                            
※5 ウェブシステム 

ホームページ等による情報提供システム。 
※6 インターンシップ 

学生が企業等において実習・研修的な就業体験をすること。 
※7 キャリア教育 

子ども・若者一人一人が働くことの意味を考え、それぞれにふさわしい生き方を形成していくために必要な能力
や態度を育てることを目指すもの。 
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◆医療の充実 

 町民の生命と健康を支え、必要な医療を適切に受けられる体制づ

くりに取り組み、医師確保や医療機器など地域医療を充実させるた

め、枝幸町国民健康保険病院「新病院改革プラン」と連携し、安心

安全な医療体制を推進します。 

 また、安定した医療を提供するため、医師・看護師などの医療技

術者が、移住・定住を希望する就労環境を整備します。 

常勤医師数 3 人 

◆地域内交通体系の再構築 

地域特性を考慮した交通手段を確保し、地域の規模に見合った持

続可能な公共交通体系を構築するため、地域に必要な公共交通体系

を検討し、住民生活の利便性の向上を図ります。 

地域公共交通網形成

計画の策定 

 

 

▸プロジェクト◂ 住民が主体となった活性化対策の推進  

具 体 的 な施 策  
重要業績評価指標

（KPI） 

◆遊休施設の活用と多世代の交流促進 

遊休施設を効率的に活用するため、既存施設の機能を集約・複合

化し、地域の運営組織等が提供する生活サービスや気軽に交流でき

るオープンスペースを、地域住民のニーズに対応した形で提供でき

る拠点づくりを行います。 

集約・複合化 2施設 
 
「歌種」 

利用者数 12,000 人 
 
「にじの森」 

雇用者数 17 人 

 
 
▸プロジェクト◂ スポーツ交流と健康づくりの推進  

具 体 的 な施 策  
重要業績評価指標

（KPI） 

◆スポーツ合宿・交流の推進 

スポーツ合宿による交流促進を図るため、指導者の確保・育成な

ど、官民協働でスポーツ合宿の一元的な受入体制を整備するととも

に、スポーツ交流事業の企画・実施、地域資源を活用した通年的な

プログラムの造成、拠点施設の整備など、継続的にマネジメントで

きる受入環境の整備を進めます。 

スポーツ合宿等 

受入者数 1,000 人 

◆健康・体力づくりの推進 

カラダを資本に健康であれば、いつまでも働ける「生涯現役」を

目指し、安定的な労働力の確保につなげるため、健康づくりプログ

ラムやヘルスツーリズムの造成など、健康増進に対する町民意識の

向上を図るため、健康づくりへのインセンティブ※8を与える事業を

積極的に展開します。 

特定健康受診率 60％
 
健康マイレージ 

参加者数 300 人 

                            
※8 インセンティブ 

やる気を起こさせるような刺激。動機付け。 
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▸プロジェクト◂ 枝幸町情報提供システムの構築  

具 体 的 な施 策  
重要業績評価指標

（KPI） 

◆町ウェブサイト※9構築 

利用者が必要な情報を見つけ、分かりやすく、そして、行政から

の各種情報はリアルタイムで提供できる CMS※10の環境を整備しま

す。 

また、移住・定住に関連する生活環境、子育て支援サービスの情

報やマップ情報の発信、町民参加型のサイトを開設するなど、新た

なウェブサイトを構築します。 

町ウェブサイト 

セッション数 

100,000 件  
 
子育てナビ登録数 

300 人 

◆観光ウェブサイト構築 

観光情報に求められる幅広い年齢層のニーズに対応し、動画やＳ

ＮＳの有効活用など、目的に応じた効果的なコンテンツを取り入

れ、より質の高い魅力を発信するウェブサイトを構築します。 

観光ウェブサイト 

セッション数 

100,000 件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                            
※9 ウェブサイト 

インターネットの標準的な情報提供システムであるＷＷＷで公開されるウェブページの集まり。 
※10 CMS 

コンテンツマネージメントシステム（Content Management System）の略称で、誰でも簡単にウェブサイトを更新・
管理することができるシステム。 
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基本目標２ 結婚・出産・子育ての希望をかなえる 

 

プ ロ ジ ェ ク ト  

枝幸町情報提供 
システムの構築 

P9 参照 

結婚・子ども・子育て 
支援サービスの着実な
推進 

結婚・出産から子育てまでの支援内容を分かりやすく情報発信す
るとともに、町民ニーズの高い支援内容をメインに拡充を進め、経
済的負担の軽減策は現状を維持する。 

 

具 体 的 な 施 策 と 重 要 業 績 評 価 指 標  

 
▸プロジェクト◂ 枝幸町情報提供システムの構築  

具 体 的 な施 策  
重要業績評価指標

（KPI） 

◆町ウェブサイト構築（省略） （省略） 

 

▸プロジェクト◂ 結婚・子ども・子育て支援サービスの着実な推進  

具 体 的 な施 策  
重要業績評価指標

（KPI） 

◆妊娠・出産助成支援 
子どもを望み、不妊治療を受けている夫婦への費用助成と、出産

に要する町外病院等への交通費を助成支援することにより、経済的
負担の軽減を図り、安心して妊娠・出産ができる環境を整備します。 

不妊治療費助成率 
100％（平均助成率）
 
出産交通費助成率 
100％（平均助成率）

◆子育て支援の充実 
乳幼児期の予防接種の全額助成や子育て支援制度の充実を図り、

子育て世帯への経済的負担の軽減と子育てしやすい環境づくりを推
進します。また、安全で安心した子育て環境を提供するため、関連
施設の安全対策の向上を図ります。 

予防接種助成率 
90％（平均助成率）
 
子育て応援助成率 
95％（平均助成率）

◆ファミリーサポートセンター事業の確立 
町民のニーズに応える新たな子育て支援として、子育ての援助を

受けたい方と援助を行いたい方を、地域住民の力でつなぎ、相互援
助するファミリーサポートセンターを確立します。 

会員数 80 人 
 
援助活動数 350 件 
（延べ件数） 

◆保育体制の強化 
一時保育や延長保育など保育サービスの充実を図り、保護者の子

育て負担の軽減と健康・福祉の向上を支援します。 

年間一時保育件数 
750 件（延べ件数）

◆給食の提供範囲拡大 
早朝から勤務を強いられる保護者の負担軽減と食育を推進するた

め、小学校から続く学校給食について、枝幸高校への給食提供実現
に向けた協議を進めるとともに、安全な給食を提供するため既存施
設の充実に努めます。また、水産業をはじめとする各産業と連携し、
本町ならではの旬の地場産品を使った給食メニューづくりを推進し
ていきます。 

高校給食試食会 3回

◆地域交流イベントの企画 
若者が気軽に参加し、交流できる場の企画や町内で行われている

イベントを活用し、出会い・交流から結婚へと繋がるような機会を
計画・実施します。 

交流会等の開催 5回
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基本目標３ 豊かな地域資源を活用し安定した雇用をつくる 

 

プ ロ ジ ェ ク ト  

枝幸町情報提供 

システムの構築 
P9 参照 

 
基幹産業の安定 

・強化の推進 

農業では、酪農ヘルパー・新規就農者・後継者など深刻な担い手不足

への対策を連動させ、短期即効型の対策と中長期的な対策を一体的に取

り組み、実効性の向上を図ります。また、地域生産力の維持拡大と地域

労働者の活性化に向けた支援体制を確立します。 

 林業では、担い手育成のための支援を継続するとともに、豊富な森林

資源の有効活用と事業化を見据えた調査研究に取り組み、新たな雇用の

創出と地域活性化を図ります。 

 水産業では、栽培漁業の更なる安定強化のため、各漁港の再編化を図

るとともに、安全・安心な漁業生産活動が行える衛生管理型の漁港整備

を進めます。また、水産系廃棄物の処理サイクルの町内確立を目指し、

新たな事業展開・雇用創出による地域経済の活性化を検討します。 

 商工業では、新規創業者及び地元企業による新たなビジネス展開に対

する中小企業助成金の支援をはじめ、中心市街地の空き店舗等のコミュ

ニティ施設としての再利用や、他の用途による利活用を図り、活気ある

商店街の形成と地域経済の活性化を図ります。 
 
｢オホーツク枝幸｣

の構築 

広大な自然環境を背景に、豊かな水産資源を育むオホーツク海と大地

の恵みが生み出す農林資源を有する「枝幸町」の中で、賦存する地域資

源を最大限に活用した「オホーツク枝幸」を創り上げ、地域が主体とな

った推進体制の構築と効果的な情報発信など、観光振興を戦略的に推進

します。 

また、枝幸の歴史と文化の学びを深化させ「ふるさと枝幸」への誇り

と愛着の醸成を図ります。 

 

 

具 体 的 な 施 策 と 重 要 業 績 評 価 指 標  

 
▸プロジェクト◂ 枝幸町情報提供システムの構築  

具 体 的 な施 策  
重要業績評価指標

（KPI） 

◆町ウェブサイト構築（省略） （省略） 

◆観光ウェブサイト構築（省略） （省略） 
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▸プロジェクト◂ 基幹産業の安定・強化の促進  

具 体 的 な施 策  
重要業績評価指標

（KPI） 

◆酪農ヘルパーの確保 

 ゆとりある生活環境で、効率的・安定的な農業経営を育成・持続

するため、酪農ヘルパー確保に対する取り組みを支援します。 

酪農ヘルパー5人増 

◆就農・後継者対策 

就農を目指す酪農実習生を呼び込み、担い手確保へと繋げていく

ため、関係者・関係機関と連携を図り、大学等への積極的な情報発

信を行います。また、都市部での就農相談会や情報発信による新規

就農者の確保を図ります。 

就農者 5 人増 

◆農業生産力の維持拡大と地域労働力の活性化対策 

酪農業の活性化と持続的な発展のため、農地の集約化・生乳生産

体制の維持拡大と雇用の場を確保するため、大型生産牧場化に向け

た取り組みを支援します。また、個々の農家の経営安定対策を推進

するとともに、生産性の向上と経営の合理化を図るための法人化に

ついても支援します。 

生乳生産量 60,000ｔ

◆林業後継者の育成 

就労の長期化・通年化を図り、作業員の技術向上のため、研修機

会の提供など、これまでの支援を継続するとともに、新たな人材育

成の対応策を強化するなど、全体的な支援体制の底上げを図りま

す。 

林業後継者 10 人 

◆森林資源の有効活用 

保有する森林資源の賦存量と各種事業化に向けた経済性の調査

検討を実施するとともに、地域が主体となった地域循環事業の構築

を目指します。 

有効活用調査の実施 

◆漁業生産力と水産加工業の安定強化 

ホタテ貝を中心とする栽培漁業やサケ・毛ガニ等の動力船漁業を

はじめ、ウニ・コンブ等の根付漁業など、安定的な漁獲量の確保と

水産加工業への安定供給を図るため、更なる水産業の活性化を推進

します。 

また、第２種漁港※11への格上げ、農水産物輸出促進計画の認定に

よる屋根付き岸壁など、衛生管理体制の強化と漁業基盤整備事業を

促進します。 

特定漁港漁場整備事

業計画進捗率 12％ 

 

農水産物輸出促進計

画進捗率 10％ 

◆浜の活力の再生化 

ホタテ貝を中心とした各種魚種価格の安定化を図るため、平成 27

年度より本格実施したホタテ貝のＥＵ輸出を契機に、生産から陸揚

げ・加工に至るまで、衛生管理の徹底を図り、高品質な水産物供給

基地の整備を促進し、オホーツク枝幸ブランドの確立による消費拡

大を推進します。併せて、労働環境の改善や経営の近代化を図る施

設整備事業を支援します。 

漁業所得向上14.7％ 

（1人当たり） 

                            
※11 第２種漁港 

第２種漁港は、利用範囲が地元の漁業を主とする第１種漁港よりも広く、利用範囲が全国的な第３種漁港に属さ
ない漁港。 
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◆水産系廃棄物の安定処理 

町外で委託処理されているホタテウロ・ヒトデ・加工残渣の処理

について、町内での処理サイクルの構築を目指します。また、ホタ

テ貝殻堆肥の利用方法について検証を継続するとともに、新たな有

効利用の情報収集を積極的に行います。 

事業化検討調査 3回 

◆中小企業等活性化対策 

創業希望者や企業における新たな事業を推進し、導入設備や新規

雇用者の中小企業に対する助成支援に加え、専門人材の育成・確保

に対する新たな支援を検討するとともに、新規企業の積極的な誘致

に努めます。 

新規創業 15 件 

 

 

▸プロジェクト◂ ｢オホーツク枝幸｣の構築  

具 体 的 な施 策  
重要業績評価指標

（KPI） 

◆「地域を支える」戦略拠点づくり 

豊富な地域資源に連動した「地域の食、特産品、宿泊・文化・歴

史・スポーツ・レジャー施設」など発信力・集客力のあるエリアを

「戦略拠点」と位置付け整備を促進します。また、地域の自主性を

発揮した観光振興を戦略的に推進するため、観光協会を軸とする総

合的な推進体制の強化を図るとともに、地域経営の視点から、経済

の好循環が生み出され、地域雇用・所得の確保、若者の定住など、

地域ビジネスの持続的な発展と新たな業態の創出により、地域全体

が活性化する観光の戦略拠点づくりを進めます。 

DMO※12設立準備会議の

設置 
 
宿泊業・飲食サービス

業付加価値額 

2.4 億円 

◆「オホーツク枝幸」ブランドづくり 

 町民自ら参加し組織する実行部隊とコーディネーターの活用に

より、「人・物・食・場所・文化・歴史など」地域資源の掘り起こ

しを行い、本町でしか味わえない食や景色・体験など、眠っている

地域資源を点から線に繋げることで、「オホーツク枝幸」ならでは

のブランドづくりを行います。 

また、観光客へ提供できる体験型ツアー商品を造成し、ツアー商

品の拡大・発展と観光ガイドの育成など、受入環境づくりの整備を

進めます。 

地域資源テーマの数 

5 案 
 

特産品販売額 10％増 
 

体験型ツアー商品 

造成 3件 
 

体験型ツアー客数 

300 人 

◆歴史と文化による交流促進 

 古代オホーツク文化やデスモスチルスなどの特色ある資源を、外

部の研究者や大学生と地域住民がともに学びあい、地域の魅力を創

造します。また、積極的な情報発信から地域理解の裾野を広げ、歴

史と文化を「地域ブランド」として確立し、地域の共有財産として

の活用を目指します。 

地域の学び参加者数 

1,800 人 

◆広域観光の推進 

 観光客がリピートしたくなるよう、宗谷観光連盟や近隣市町村等

と連携を密にし、新たな観光メニューの企画や情報発信による広域

的な観光振興を推進します。 

宗谷管内観光入込 

客数の 10％増 

                            
※12

 DMO 

ディスティネーションマーケティング/マネージメントオーガニゼーション（Destination Marketing 
/Management Organization）の略称で、さまざまな地域資源を組み合わせ、一体的なブランドづくり、ウェブ・
SNS 等を活用した情報発信・プロモーション、効果的なマーケティング、戦略策定等について、地域が主体とな
って行う観光地域づくりの推進主体。 
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行政目標プラス１ 将来のまちづくりに向けた効率的な行政運営  

 

プ ロ ジ ェ ク ト  

公共施設の効率的な

運用に向けた再配置

の実施 

今後、避けられない人口減少を見据え、公共施設全体を次代へ適

正に引き継ぎ、将来の負担を軽減する地盤をしっかり確立するため、

公共施設の再配置と用途廃止施設の計画的な解体撤去を強力に推進

します。 

行政事務改革の 

推進 

行政事務の大胆かつ積極的な外部委託を推進し、経費の節減を図

るほか、民間事業者へ事業機会の拡大と新たな雇用創出による地域

経済の活性化を図ります。 

 

 

具 体 的 な 施 策 と 重 要 業 績 評 価 指 標  

 
▸プロジェクト◂ 公共施設の効率的な運用に向けた再配置の実施  

具 体 的 な施 策  
重要業績評価指標

（KPI） 

◆公共施設再配置基本計画の策定 
プロジェクトチームを組織し、施設・事業課題ごとにワーキング

グループを編成して、各施設の機能や利用状況調査、町民ワークシ
ョップによる情報提供や意見集約を積極的に行い、計画の策定に取
り組みます。 

公共施設再配置 
基本計画の策定 

◆用途廃止施設の計画的な解体撤去 
解体撤去の必要な用途廃止施設を 3～5 年の中期的かつ安定的な

工事発注により、将来への負担軽減と併せて、効率的な工事計画の
推進を図ります。 

公営住宅等の解体撤
去戸数 18 棟 57 戸 

 
 
▸プロジェクト◂ 行政事務改革の推進  

具 体 的 な施 策  
重要業績評価指標

（KPI） 

◆外部委託推進ガイドラインの策定 
民間が担うことができる分野の業務を洗い出し、外部委託化を図

り、新たな通年雇用の場として提供します。また、恒常的な維持補
修は特定の事業協同組合を組織するなどの方法で自主的な判断や
自由度を持たせ、双方にとって効率的な事業運営を図ります。 

実施方針の決定 

◆その他 

社会資本整備については、インフラの長寿命化計画などにもとづ

く計画的な更新と効率的な維持管理、公園の役割の明確化と機能の

集約化を図るとともに、公園と一体になっている社会体育施設につ

いても、効率的な配置を検討します。 

本庁舎の耐震化については、住民の情報を管理する重要施設でもあ

るとともに、災害時の中心基地としての機能を担う施設でもあること

から、その整備について今後検討部会等を設置し、検討していきます。

行政サービスを担う技術スタッフの確保については、全体のバラ

ンスの中で必要な処遇改善などの見直しと対策を講じます。 

本庁舎耐震改修事業

実施計画策定 
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５．総合戦略の実施体制 

 

「具体的な施策」を着実に検討・協議・実行に移すためには、庁内を横断したプロジェクト

チームを組織して、精力的に事業を進める体制を整備し、定期的に全体会議を開催して、相互

の進捗状況を確認するとともに、その検討内容を公表し、町全体で情報の共有化を図ります。 
また、広く地域における関係者と「対話・協働」によって、総合戦略を進めていくためには、

取り組む過程において、ワークショップを開催し、積極的に地域住民の意見を取り入れ、連携

を図りながら実施してまいります。 
 

 

 

 

  

庁 内 体 制

枝幸町まち・ひと・しごと創生本部

庁 外 体 制

※横断的プロジェクトチーム
・定期的な全体会議を開催し、相互の

進捗状況を確認
・検討内容を公表し、町全体で情報共有 協働・連携

枝幸町まち・ひと・しごと創生
総合戦略有識者会議

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
ﾁｰﾑ

地域住民・関係者

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
ﾁｰﾑ

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
ﾁｰﾑ

実施状況の報告

効果の検証
（意見・助言）

意見

ワークショップ

枝幸町議会
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＜参考資料＞ 

①各種アンケート調査結果の概要 

本町の総合戦略策定にあたっての基本目標に関連する各種アンケート調査の結果は、以下に

示すとおりです。 

 

総合戦略策定

にあたっての

基本目標 

調査結果 

町民・転勤者 中学生・高校生 

基本目標１ 

  

枝幸町への 

人の流れを 

つくり、若い世

代の定住を促

進する 

【若いうちからのＵ・Ｉターン者が多い】 

・6 割以上が U・Ｉターン者であり、このうち約 6 割が 20 代

以下でＵ・Ｉターンしている 

【Ｕ・Ｉターン就職促進は重点課題】 

・現状施策のうち、U・I ターン就職の促進は重点的に推

進すべき項目に位置づけられる 

【定住促進には、医療・介護・福祉の充実も不可欠に】 

・転出の可能性がある人に住み続けてもらうためには、

医療・介護・福祉の充実、仕事の確保等が必要 

【定住を促進するため地域の強みを磨くことも重要】 

・住みやすいと感じる点は、転勤者も含めて、自然環境

の良さ、近所付き合いの良さ。転勤者の 4 割は本町の

魅力として、地域コミュニティの良さをあげている。 

【転勤者の町への思いを繋げることが重要】 

・転勤者のうち 2 割以上が将来、本町への移住・二地域

居住・長期滞在に関心がある 

・転勤者の 7 割以上は将来、本町へ貢献したいという意

向がある。（特産品の積極的購入、ふるさと納税など） 

【町外で経験を積んでから 

地元に戻れる環境整備が 

重要】 

・中学卒業後、町内進学希望

は３割。 

・高校卒業後、町外進学希望

は５割、町内就職が２割。 

・このうち進学先・就職先が町

内にあれば残りたい人が４

割。 

・（町外進学・就職希望者）いつ

かは本町に戻りたい人が３割

で３０歳くらいまでに戻りたい

意向が強い 

・中学生は、本町に住んでいた

い人は３割、いつかは町外に

出たい人は４割。 

・町外に出たい理由は「町外で

の生活を経験したい」が５割

近く。 

・本町の自慢は、中学生・高校

生とも「自然」「食べ物・水・空

気」「農業・漁業」「お祭り」 

基本目標２ 

  

安心した 

結婚、出産、子

育ての実現 

【結婚の意識は高い】 

・（20～40 代）既婚者が約 6 割、未婚者が約 4 割。未婚

者のうち 7 割は結婚の意思がある 

 

【２人目・３人目も出産・子育てできる環境づくりが 

不可欠】 

・（20～40 代）子どもがいる人のうち、半数が理想よりも

子どもが少なく、その約 8 割が実現したくてもできない

ハードルがある 

・（20～40 代）出産・子育てをする上で、医療機関の充

実、保育サービスの充実、職場の理解促進を期待して

いる方が多い 

・現状の施策のうち、子どもに優しい生活環境整備、仕

事と子育ての両立の推進、地域医療体制の確保は、

重点的に推進すべき項目に位置づけられている。 

【結婚・出産の意識は高い】 

・（高校生）将来の結婚希望者

が７割、子どもが欲しい人は６

割（希望する子ども数は２人が

多い） 

・本町で子どもを育てたい人は

２割、わからないが６割。 
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②ワークショップから得られた主な意見 

各種団体やグループを対象にした町民ワークショップで得られた主な意見等は、以下に示す

とおりです。 
区 分 主 な 意 見 等 

①医療の充実 医療の充実を求める意見が多い。今後、医師確保の取り組み

状況に関する情報発信、今できることに重点を置いた取り組

みが必要。 

②担い手の確保・育成 酪農ヘルパーや林業作業員の不足、建設業の技術者不足が深

刻で人材確保・育成支援が必要。 

③子ども・子育て 町内の支援内容、施設情報など、情報提供を求める声が多い。

また、高校生や中学生の保護者から、高校での購買や給食を

望む声が多い。 

④子どもから老人まで集える場 公園（屋内公園）やオープンスペースを求める声が多い。 

⑤EOS 放送 地元の職業・仕事人紹介や山菜・魚の捌き方など地域に根ざ

した番組に需要が高い。 

⑥カニやホタテなどの海産物 町内で食べられる場所や町民が利用できる直売所がない。 

⑦住居環境 住むところがなく、あっても入居条件や家賃が高いなど、入

居できない場合がある。 

⑧役場に対する意見 雰囲気が暗い、声をかけづらい環境である。お客さまに気づ

いた職員が一声かけて案内するなどといった意識や雰囲気づ

くりが必要。 

 
 

基本目標３  

 

豊かな地域 

資源を活用し 

安定した雇用

をつくる 

【仕事があることが定住の重要な要素に】 

・他市町村への転出の可能性がある人が約 4 割いる反

面、仕事が確保できれば住み続けたい人が 4 割（特

に 20～30 代に多い） 

・将来の目指すべきまちの姿として、働く場に恵まれて

いるまちが 4 割以上 

【雇用の確保は重点施策に位置づけ】 

・半数が人口増加対策に取り組む場合、産業振興によ

る雇用の場の創出に重点を置くべきとしている。 

・現状施策のうち、酪農の担い手育成・確保、中心商

店街や中小企業の活性化、自然資源を活用した観光

等の推進、創業・雇用支援の推進、雇用機会の拡大・

既存の雇用機会の活用等は重点的に推進すべき項

目に位置づけられる。 

【豊かな地域資源が自慢】 

・本町の自慢は、中学生・高

校生とも「自然」「食べ物・水・

空気」「農業・漁業」「お祭り」

（再掲） 

 


